
融資電子契約サービスについて

電子署名スキーム 取引実績

融資業務フロー 効果

⚫ 電子署名法準拠のリモート型電子署名を活用し、融資の契約プロセスを電子化

⚫ お客さまは銀行への往訪や書類への記入・押捺負担なく契約締結が可能

電子化による効率化
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③署名データを公開鍵でハッシュ値に復号 ④契約書PDFを公開鍵でハッシュ値
に変換し、③との一致を確認

②契約書PDFに署名データおよび
電子証明書をセット

①契約書内容を秘密鍵で暗号化し
署名データを作成
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⚫銀行への往訪負担なし
⚫契約書への印鑑押捺負担なし
⚫融資を受けるまでの期間短縮
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⚫契約書の授受負担軽減により、顧客からの
相談や与信判断に傾注

⚫契約書の点検効率化や保管レス
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提出資料
内容確認

取引先情報・
電子契約者情報
登録

初期暗証番号の受取

受領書の受取

【電子契約者】

初期暗証番号を受領

受領書に署名

電子署名スキームについて ～厳格な本人認証～

ｻｰﾋﾞｽ利用登録ｻｰﾋﾞｽ申込書
確認/検証

署名用電子証明書作成

電子契約ｻｰﾋﾞｽﾊﾟｯｹｰｼﾞ
(ICｶｰﾄﾞ･ﾏﾆｭｱﾙ等)
顧客宛送付

初期暗証番号

営業店送付

【電子契約者】

署名可能

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ受領
閲覧権限等付与

取引先情報・
電子契約者情報
確認/検証

受領書
確認/検証/保管

有効化完了ﾒｰﾙ発信

営業店 事務センター 認証局

データ連携

行内便手交
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⚫ 課 題 ：電子署名法は自然人が対象。一方、証書貸付などの融資取引の契約者は法人。

⚫ 解決策①：法人の融資契約権限者として電子契約を行う個人（電子契約者）を特定することで、
法人取引に適用（融資契約権限者を申込書にて明確化）⇒下図

⚫ 解決策②：IDを有効化するための「初期暗証番号通知書」を電子契約者に手交⇒下図
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ｻｰﾋﾞｽ申込書
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